
令和７年６月１１日 　　　東京都中野区中央一丁目３８番１号
　　　　日本ノイズコントロ-ル株式会社
　　　　　　代表取締役　梶渡　志朗

日本ノイズコントロ－ル株式会社       (単位：円)

Ⅰ 流動資産        Ⅰ 流動負債
現 金 預 金 121,515,133 買 掛 金 146,069,477
受 取 手 形 990,000 未 払 費 用 4,749,090
電 子 記 録 債 権 25,792,250 前 受 金 113,507,000
売 掛 金 185,313,700 預 り 金 11,984,520
仕 掛 品 333,174,903
未 収 消 費 税 8,171,700
未 収 法 人 税 等 14,786,441
前 払 費 用 5,059,075
仮 払 金 51,959
繰 延 税 金 資 産 1,686,651

       流動負債 合計 276,310,087
       流動資産 合計 696,541,812

Ⅱ 固定負債           
繰 延 税 金 負 債 10,107,219
役員退職慰労引当金 4,872,000

Ⅱ 固定資産              固定負債 合計 14,979,219
　１有形固定資産　

建 物 附 属 設 備 4,351,762
工 具 器 具 22 負 債 合 計 291,289,306
備 品 6,168,269  

    　有形固定資産合計 10,520,053

  ２無形固定資産 Ⅰ 株主資本
電 話 加 入 権 873,600   １資　本　金 30,000,000
ソ フ ト ウ エ ア 1,351,410

  ２利益剰余金
    　無形固定資産合計 2,225,010 (1)利 益 準 備 金 7,500,000

(2)その他利益剰余金 435,734,031
  ３投資その他の資産 120,000,000

長 期 保 証 金 21,144,400 315,734,031
前 払 年 金 費 用 34,092,062

　　　 利益剰余金合計 443,234,031
　投資その他の資産合計 55,236,462

　　　 株主資本　合計 473,234,031
 　　　固定資産 合計 67,981,525

純 資 産 合 計 473,234,031

資 産 合 計 764,523,337 負債及び純資産合計 764,523,337

純 資 産 の 部

別 途 積 立 金
繰 越 利 益 剰 余 金

第３９期 決 算 公 告

貸　借　対　照　表
(令和　7年　3月　31日現在)

資　産　の　部 負　債　の　部
科    目 金　　額 科    目 金　　額



（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．　資産の評価基準及び評価方法

 (1)　有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　 　その他有価証券　 　時価のあるもの　　　　 その他有価証券

　　　 　   時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法

　　　　　　　　　　　　　　　　     時価のないもの　　　  　  時価のないもの 移動平均法による原価法

 (2)　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　   仕掛品 個別法による原価法

２．　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産
（リース資産を除く）

　　　リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法によっております。

無形固定資産

３．　引当金の計上の方法

　　 貸倒引当金

　　 退職給付引当金

退職給付引当金および退職給付費用の処理方法は以下のとおりとします。

　　役員退職慰労引当金

　　賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当会計期間に見合う額を計上しています。

　　役員賞与引当金

　　受注損失引当金

４．　売上高の計上基準 売上高の計上は、引渡が完了した時点で計上しています。

５．　リース取引の処理方法

６．　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　 　消費税等の会計処理

（当期純利益）

850,985 円

受注物件の損失に備えるために、概算計上物件(Ｋ計上物件)を除く赤字物件全てを対象として当該
見積額を計上します。

オペレーティング・リース(レンタル)取引については、賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行
います。
ファイナンス・リース取引については、原則、所有権移転の有無に係らず売買取引に準じた会計処
理を行います。但し、少額契約等金額に重要性がない場合には、賃貸借取引に係る方法に準じて
会計処理をすることが出来ます。

消費税等に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。
資産に係る控除対象外消費税等は、発生事業年度の期間費用として処理します。

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、
当期末において発生していると認められる額を計上しております。

ｲ．退職給付見込額の期間帰属方法
　　各勤務期間に帰属させた給付に基づき見積もった額を、退職給付見込額の各期の発生額として
　　計上する「給付算定基準」を使用します。

ﾛ．未認識の数理計算上の差異及び未認識の過去勤務費用の費用処理方法
    ・未認識の数理計算上の差異については、発生年度の翌年から10年間にわたり、定額法により
　　　費用処理します。
    ・未認識の過去勤務費用については、発生年度から10年間にわたり、定額法により 費用処理し
　　　ます。

ﾊ．割引率
　　退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した「デュレーションアプローチ
　　による単一の加重平均割引率」を使用します。

役員に対する退職慰労金支出に備えるため、内規に基づく必要額の100％を計上しております。

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、取締役会で決定した当会計期間に見合う額を計
上しています。

売掛金等の債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しています。

注　　　　　記　　　　　表

定率法を採用しています。2016年4月1日以降に取得する建物附属設備及び構築物については定
額法を採用しています。
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっていま
す。

平成１９年３月３１日以前に契約をした、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以
外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって
おります。

定額法を採用しています。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採
用しています。
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